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評価調査結果要約表

１．案件の概要 

国 名：カンボジア王国 案件名：淡水養殖改善・普及計画プロジェクトフェーズ2 

分 野：農林水産 援助形態：技術協力プロジェクト

所轄部署：カンボジア事務所 協力金額（評価時点）：約3億5,800万円 

協力期間

（R/D）2011年3月1日～ 

2015年2月28日（4年間）
先方関係機関：農林水産省水産局

（延長）： 日本側協力機関：なし

（F/U）： 他の関連協力：なし

１－１ 協力の背景と概要 

カンボジア王国（以下、「カンボジア」と記す）では約80％の労働人口が漁業を含む農業分野

に従事しており、その生計を主にコメに依存している。しかし、灌漑施設が不十分であること

や、洪水や旱魃が頻発することなどから、農家の生計の多角化が重要な課題となっている。一

方で、国民1人当たりの年間魚類消費量が52.4㎏と世界で4番目の高さを誇り、特に淡水魚は最も

容易に入手できるたんぱく源のひとつであるため、国民は動物性たんぱく質摂取の75％を水産

物に依存しているといわれる。作物や現金収入源の多様化といった観点からも、水田、水路、

ため池などを利用した小規模養殖に対する関心は高い。しかし、国内では安定的な養殖種苗を

供給する業者は少なく、その多くを周辺国からの輸入に依存している。また、農村地域では養

殖の伝統がないため、飼育のノウハウと養殖用種苗の不足が農家の養殖実践の妨げになってい

た。

このような状況にかんがみ、カンボジア政府は、国家戦略開発計画（National Strategic 

Development Plan 2009-2013：NSDP）において、貧困住民の水産資源に対する持続的なアクセス

の確立による、食料確保、栄養改善、収入源・生計手段の確保などの観点から、養殖技術普及

を重視し、各種施策を展開している。JICAは、これらのカンボジアによる努力を支援するため

2005年2月から5年間、南部4州で小規模養殖を普及させることを目的とした技術協力プロジェク

ト「淡水養殖改善・普及計画（フェーズ1）（Freshwater Aquaculture Improvement and Extension 

Project：FAIEX-1）」を実施した。同プロジェクトでは、種苗生産農家を重点的に育成し、農家

から農家への養殖技術の普及を行うアプローチにより、対象村落の状況に適合した技術が農民

の間で急速に拡大し、当初のプロジェクト目標（養殖技術を行う小規模農家数4,400戸）を達成

しプロジェクトが終了した。

カンボジア政府は、フェーズ1の成果を活用しつつ、自然及び社会環境に適した養殖技術の開

発・改良を行い、その技術を全国的に普及させていくため、貧困度がより高く養殖環境が異な

る北西部3州を対象に、農林水産省水産局をカウンターパート（Counterpart：C/P）機関とした「淡

水養殖改善・普及計画フェーズ2（FAIEX-2）」を日本政府に要請し、2011年3月より2015年2月ま

での4年間の予定で本プロジェクトが実施されることとなった。 

今般プロジェクト期間の中間時点を迎え、評価ガイドラインに従い中間レビュー調査が実施

された。
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１－２ 協力内容 

北西部3州（プルサット州、バッタンバン州、シェムリアップ州）を対象に、フェーズ1で実

証された農民間研修、農民間ネットワークの形成などのアプローチにより持続的な小規模養殖

の普及を促進し、小規模養殖による養殖魚生産量の増加をめざす。 

    

（1）上位目標 

対象州において、小規模養殖農家の家計が改善される。 

 

（2）プロジェクト目標 

対象州において、小規模養殖の生産量が増加する。 

 

（3）成 果 

1．小規模の種苗生産・養殖技術が改善される。 

2．養殖普及事業に係る地方行政の能力が強化される。 

3．種苗生産農家が育成される。 

4．対象州において、小規模増養殖活動が展開される。 

5．種苗生産農家のネットワークが強化・広域化される。 

 

（4）投 入（評価時点） 

日本側： 

専門家派遣  5分野7名（合計47.82M/M） 

機材供与   約1,728万4,958円 

タクビル種苗生産ステーション改修  約440万9,018円 

ローカルコスト負担         約5,746万4,438円 

研修員受入  本邦研修2名 第三国研修（インドネシア共和国及びインド）合計27名

相手国側： 

カウンターパート配置  カウンターパート職員21名 

土地・施設提供 プノンペン水産局内プロジェクト事務所 

タクビル種苗生産ステーション（シェムリアップ） 

その他 養殖池の建設（プルサット州に1,000池）、プロジェクト事務

所光熱費 

２．評価調査団の概要 

調査者 

（担当分野：氏名  所属） 

団長・総括： 竹内 博史 JICAカンボジア事務所 次長 

農漁村社会開発：山尾 政博 広島大学大学院生物圏科学研究科 教授 

淡水養殖技術： 千頭 聡 JICA国際協力専門員 

評価分析： 大橋 由紀 合同会社適材適所 

評価計画： 植田 渉 JICAカンボジア事務所 ナショナルスタッフ 

協力企画： 井手 直子 JICAカンボジア事務所 企画調査員 

＊カンボジア側合同評価委員2名の参加により合同評価が実施された。 
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調査期間 2013年1月27日～2月14日（19日間） 評価種類：中間レビュー 

３．評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 

（1）アウトプット1：小規模の種苗生産・養殖技術が改善される 

活動の進展に合わせて既にいくつかの技術の改良が確認されている。「指標1-1：実験を通

じて、技術改良数が増加する」については、今までのタクビル種苗生産ステーションでの

試験を通して、ホルモン剤の選定と使用方法、水槽の形状、水質の検討、産卵以降の初期

稚魚の池での管理方法などが検討され、既に技術改良が進んだ。これらの技術は今後の研

修テキストや技術マニュアルの改訂に反映される予定である。「指標1-2：成長率や生残歩留

りを含む技術改良レベルが、改善される」については、技術改良レベルを測定するために

必要な生残率のデータがベースライン値として測定された。今後の技術改良により値が向

上することが期待されている。 

 

（2）アウトプット2：養殖普及事業に係る地方行政の能力が強化される 

普及事業に携わるカウンターパート職員の能力強化が進展している。「指標2-1：養殖及び

種苗生産技術に係る普及活動を適切に行える地方普及員の割合が、平均で30％以上に達す

る」については、平均で30％以上の規準が明確でなく目標値は見直しが必要であるが、普

及員であるカウンターパート職員の能力評価アセスメントの結果は向上していることが確

認された。「指標2-2：地方普及員の指導力に関して、種苗生産農家の満足度が、平均で80％

以上に達する」については、中間レビューの質問票調査の結果では、種苗生産農家の74％

が満足であると回答した。 

 

（3）アウトプット3：種苗生産農家が育成される 

本アウトプットについては課題が確認されている一方で、種苗生産農家の育成は進展が

確認された。「指標3-1：各対象州において、種苗生産可能な農家数が、19農家から45農家に

増加する」については、既に対象州全体で30の種苗生産農家が育成されたが、第3年次の候

補となる種苗生産農家についてはクライテリアを満たす農家が十分に確保されておらず、

目標の45農家の達成は厳しい状況である。「指標3-2：対象地域において、少なくとも3魚種

の種苗生産を行える農家数が、200％増加する」については、第1年次の種苗生産農家の大

部分は3魚種以上の種苗生産を行っている一方、第2年次については各農家の能力を今後確

認していく必要がある。「指標3-3：対象地域の種苗生産量が、200％増加する」については、

2012年には干魃・洪水の影響が生じ期待どおりの生産量とならなかったが、気候の影響が

なければベースライン値の2倍は達成されることが見込まれる。「指標3-4：対象地域におい

て、種苗生産農家の販売収入が、200％増加する」については、現在までに種苗の価格は上

昇傾向にあることから、生産量が2倍になれば販売収入も2倍、またはそれ以上になること

が考えられる。 

 

（4）アウトプット4：対象州において、小規模増養殖活動が展開される 

予定を上回る活動実績により、計画以上の進展が確認された。「指標4-1：対象地域におい

て、農民間研修（Farmer-to-farmer研修）から便益を得た小規模養殖農家の軒数が、3,000戸
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以上に達する」については、2年次までの目標750戸に対し897戸が農民間研修に参加した。

「指標4-2：対象地域において、共有池を適切に管理する小規模養殖農家数が30戸に増加す

る」については、対象である4つの共有池事業の支援が順調に進展していることが確認され

たが、指標については再検討が必要とされている。 

 

（5）アウトプット5：種苗生産農家のネットワークが強化・広域化される 

ネットワーク形成が順調に始まっている。「指標5-1：種苗生産技術、種苗生産・販売など

に関する情報交換会が、年2回開催される」については、第1回目の会合が各州で開催され、

バッタンバン州では既に農家が自分たちで3回以上の会合を実施している。「指標5-2：対象

地域において、種苗生産技術、種苗生産・販売、必要な投入の調達などに関する助言や提

言の数が増加する」については、上述の会合や農家間のコミュニケーションが必要に応じ

て行われていることが確認されていることから、助言や提言の数は増加していると考えら

れる。 

 

（6）プロジェクト目標：対象州において、小規模養殖の生産量が増加する 

本プロジェクト目標は外部要因の影響がなければ達成が見込まれる。「指標1：対象地域

でプロジェクトが推進する小規模養殖の年間生産量が、2015年に150tに増加する」は、2012

年に干魃や洪水の影響から小規模養殖が敬遠されたと考えられ、2011年に育成された小規

模養殖農家の約半数程度が養殖を中止した。指標達成には小規模養殖農家の生産継続が重

要であるが、今後気候による影響がなければ生産が再開されることが期待されている。 

 

３－２ 評価結果の要約 

（1）妥当性 

本プロジェクトは、対象グループのニーズ、カンボジア政府の国家戦略開発計画（NSDP）

や水産局の戦略、日本の対カンボジア支援戦略との整合性が確認された。また、第1フェー

ズから引き継いだ農民間研修や農民間ネットワーク等の小規模養殖普及のアプローチは、

政府の養殖普及事業が行き届かない状況下、持続的な小規模養殖を促進するための手法と

しての適切性も評価されている。 

 

（2）有効性 

本プロジェクトのプロジェクト目標は、主に自然災害による外部要因の影響が生じなけ

れば達成見込みは高いといえる。プロジェクト目標と各アウトプットは直接の因果関係が

認められるが、プロジェクト前半で主要な外部要因である干魃や洪水といった自然災害の

ネガティブな影響が既に生じており、今後もその影響が心配される。しかし、プロジェク

ト期間前半と同様のペースで後半も活動を進めることで、フェーズ1の経験からも気候によ

る阻害要因の影響がなければプロジェクト目標の達成が見込める。 

 

（3）効率性 

プロジェクト実施中にいくつかの課題が生じているものの、追加の活動で対応し、各活

動の進展の結果として各アウトプットが発現している。一方、各アウトプットの達成状況
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を適切に判断するためには、いくつかの指標について見直しが必要とされている。投入は

直接活動に結びついている。第1フェーズの経験や育成された人材が効果的に活用されてい

る一方、活動中に生じた課題に対処するために、追加の投入が必要となるケースが生じて

いる。カンボジア側の人材については討議議事録（Record of Discussions：R/D）に記載され

ているとおり配置されたが、対象農家の増加に伴い業務量が増加していることから、増員

の必要性が確認された。 

 

（4）インパクト 

中間レビュー時点では上位目標の達成レベルの予測は時期尚早であったが、多くの種苗

生産農家が種苗を販売する顧客の拡大のためにも養殖技術を新たな農家に移転していく意

向を表明しており、既にプロジェクトが調整・実施している農民間研修以外でも種苗生産

農家が独自に養殖農家へ技術移転を行うケースが多く確認されていることから、現状では

自然災害の影響が生じなければ達成の可能性は高いと考えられる。一方、正の波及効果と

して、種苗生産農家や普及員が本プロジェクトを通して得た知識をプロジェクトの枠組み

を超えて活用していることが確認された。 

 

（5）自立発展性 

本プロジェクトは、対象地域の農家間で養殖生産の持続性を確保することを考慮したデ

ザインとなっており、農家が一度十分な知識や技術を習得し生産を安定させることができ

れば、政府の支援は最低限であっても、その後は独自に生産を継続・拡大していくことを

めざしている。そのためには種苗生産農家の役割が重要であり、種苗生産農家の強化は自

立発展性確保のために最も重要な課題のひとつであると考えられている。一方、カウンタ

ーパート職員については、活動に必要な予算の確保が必要となる一方で、プロジェクト終

了後のフォローアップや活動の継続にかんがみプロジェクト期間中に十分な技術や経験を

得ることが重要となっている。環境面では、一部の種苗生産農家が本プロジェクトの対象

魚種外であるクラリアスの交配種の種苗生産を独自に始めているが、交配に用いるアフリ

カ原産種は現地の生態系に影響を与える可能性がある魚種のひとつと考えられている。 

 

３－３ 効果発現に貢献した要因 

（1）計画内容に関すること 

本プロジェクトの小規模農家への養殖普及アプローチである農民間研修や農民間ネット

ワークの構築等は第1フェーズで効果が実証されており、同様のアプローチを用いたことで

本プロジェクトでも持続性にかんがみた養殖生産の促進が進められている。農民間普及は

既に自立的に機能していることが確認された。 

 

（2）実施プロセスに関すること 

実施中に3-4に示すような課題が生じ、対処策として追加の活動や投入が必要となったが、

プロジェクトチームが柔軟に対応し、おおむね計画どおりに活動が進捗している。 
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３－４ 問題点及び問題を惹起した要因 

（1）計画内容に関すること 

計画内容に関する要因は特定されなかった。 

 

（2）実施プロセスに関すること 

・ 第2年次には、多くの種苗生産農家が資金不足や時間の不足により生産を開始するため

の準備に遅れが生じた。プロジェクトでは第1フェーズで育成された人材の活用や親魚

の配布等により、最終的に生産に間に合うタイミングでの準備が可能となった。 

・ 本プロジェクトの対象州は第1フェーズの対象地域と比較して農家がそれほど養殖に親

しんでおらず、近隣の養殖農家を観察して技術やノウハウを学んだりすることが難し

い状況にある。生産の継続を促進するために、プロジェクトでは農家の技術支援・促

進の活動を追加して実施している。 

・ 雨期の初旬に降水量が足らず、水不足が生じたことで種苗生産の開始が遅れ、更に養

殖農家の養殖開始にも遅れが生じた。これにより、対象地域の生産量全体にネガティ

ブな影響が生じた。 

・ 多くの種苗生産農家で資金不足により中間育成池が不足しており、種苗生産量の増加

を阻害する要因となっている。 

 

３－５ 結 論 

本プロジェクトは第1年次第2年次の活動を計画どおりに実施し、順調な進捗が確認されてい

る。その結果、現時点までにそれぞれのアウトプットが既に発現しはじめている。外部要因の

影響や実施中に生じた課題が確認されているものの、終了時までには目標の達成が見込まれる。

妥当性は対象グループのニーズ、カンボジア政府の政策、日本の支援政策の面から引き続き高

いことが確認された。また、フェーズ1から引き継いだアプローチは、小規模農家の間で持続的

な養殖の発展をめざすにあたり適切であると評価されている。有効性については、外部要因の

影響が生じており、今後も小規模養殖の生産量を増加させるにあたり影響が心配されるが、自

然災害の影響がなければアウトプット達成の結果としてプロジェクト目標の達成が期待でき

る。効率性については、プロジェクト活動は投入を効率的に活用して実施されており、特に第1

フェーズの経験や人材を有効に活用していることが確認された。同時に、第1フェーズの条件と

は異なる対象地域の特徴が明らかになり、追加の活動や投入が必要とされる場面も生じた。こ

のような状況下、計画どおりに活動を進めるためにはカウンターパート職員の増員が求められ

ている。インパクトについては、上位目標の達成レベルを予測するには時期尚早であるが、種

苗生産農家による農民間普及が既に独自に機能していることが確認された。また、種苗生産農

家や普及員の間にいくつかの正の波及効果が生じていることが確認された。最後に、本プロジ

ェクトは政府の支援が最低限だとしても農民間普及やネットワークにより農家が自立発展的に

生産を行うことをめざしたデザインとなっていることから、対象地域においては小規模農家の

種苗及び養殖生産の持続性が期待できる。カウンターパート職員もまた、プロジェクト活動の

フォローアップのために必要な能力を強化していくことが期待されている。 
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３－６ 提 言 

（1）指標となる種苗生産農家の数 

中間レビュー調査時までにプロジェクトで育成された種苗生産農家数は、ほぼ計画どお

りに進捗していた。これに加えプロジェクトは、種苗生産農家候補の選定基準に従い、第3

年次種苗生産農家の選定作業を進めている。しかしながら、当該地域に同基準を満たす農

家が十分な数存在しないことから、指標となる種苗生産農家の数を減少させることがふさ

わしい。これによって、十分な資質も有する農家を選定することにより、プロジェクトの

技術移転を受けて確実に種苗を生産し、農民間研修を的確に実施できる農家を育成するこ

とをめざす。 

 

（2）養殖農家への普及活動の強化 

水産局養殖開発部及びカントンメンにカウンターパート職員（C/P）を増員させることに

より、対象農家への普及活動を強化することがふさわしい。このカウンターパート増員に

係る理由は以下のとおり。 

・ フェーズ1とは異なり、フェーズ2の対象3州は面積が広く、現時点で普及員の業務負

担が大きくなっていることから、十分な普及活動にはカントンメンに所属するカウ

ンターパートの増員が必要である。 

・ 第1年次及び第2年次に選定された種苗生産農家に対しても、更なる技術指導が必要

である。 

・ 第3年次に選定される種苗生産農家は養殖の初心者であり、普及員からの丁寧な技術

指導を必要とする。 

・ 普及員は、農民間研修に参加する的確な農家の選定に労力を要し、研修後の支援に

も継続して労力を必要とする。 

    

上記の理由から、水産局養殖開発部に1名の種苗生産を専門とするカウンターパートを増

員し、州普及員についても適当な人数を増員させることが望ましい。また、種苗生産農家

の能力向上の支障として、養殖環境が挙げられる。例えば、重要な要素として、稚魚育成

池及び水の不足がある。そのため、稚魚育成池及び深井戸の建設など、早急な施設整備を

必要とする農家へのインフラ建設支援を考慮することがふさわしい。 

 

（3）水田養殖に焦点を当てた小規模養殖の促進 

第2年次には、種苗生産農家及び一般養殖農家の17サイトで水田養殖の展示圃（デモンス

トレーションファーム）を実施し、対象州での養殖活動の形態のひとつとして認知されは

じめている。プロジェクトは、水田養殖農家を増加させるための手法を検討する必要があ

る。 

 

（4）技術開発と普及の連携 

対象農家が解決できない技術的な問題は、タクビル種苗生産ステーションにて技術改良

を検討することが望ましい。そのためには、プロジェクトによって、普及員とタクビル種

苗生産ステーション職員が共同し、情報交換できる体制を整備する必要がある。このよう



 

viii 

な種苗生産に係る技術的課題は、ふ化直後の生存率の低さ、質の良い親魚の不足等が挙げ

られる。 

 

（5）種苗生産農家による的確な種苗管理 

これまでにプロジェクトの対象魚種にナマズ2種（ウォーキングキャットフィッシュ/クラ

リアス、パンガシウス）は含まれていないものの、現状として、これらの魚種は商業的な

生産を行う養殖農家の間で人気がある。このような環境下において、プロジェクトが対象

とする種苗生産農家並びに養殖農家も、これらの魚種に興味を示している。既にウォーキ

ングキャットフィッシュ/クラリアスの雑種の種苗を生産しはじめている種苗生産農家が存

在し、多くの小規模養殖農家はウォーキングキャットフィッシュ/クラリアス、パンガシウ

スの種苗を池に保有している。このような状況にかんがみ、これら2種の魚種に関する技術

的な情報が、農家に提供されることを考慮することが望ましい。特に、ウォーキングキャ

ットフィッシュ/クラリアスに関しては、生物多様性の観点から、アフリカ原産の親魚の的

確な管理について、種苗生産農家が理解できるような方策についても検討することが重要

である。 

 

（6）プロジェクト・デザイン・マトリックス（Project Design Matrix：PDM）指標の改訂 

プロジェクト対象地域の現状並びに文言の不明瞭な表現を考慮し、PDM1の成果指標の一

部を改訂する必要がある。中間レビュー調査団による改定案は、付属資料5．（PDM2）のと

おりである。 

 

 




